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 １ 企画提案書作成等の提出書類 

参加意向書提出後、当市から提案資格確認結果通知により認可を受けた者は、次のと

おり必要な書類を提出すること。 

（１）提出書類 

① 提案書（第９号様式） 

② 会社概要（様式任意。ただしＡ４版とする） 

③ 業務実績書（様式１） 

④ 業務の実施体制（様式２） 

⑤ 企画提案書（様式任意。ただしＡ４版とする） 

⑥ 参考見積書（様式３） 

 （２）提出部数  

    ①～⑥を各１０部 

    （①及び⑥は、正本１部のみ押印必須。残り９部は複写可とする） 

 （３）提出期限 

    令和３年６月２１日（月）午後５時１５分まで 

 （４）提出方法 

    持参又は郵送（簡易書留又は書留）とする。 

 （５）提出場所 

    苫小牧市財政部資産税課土地係（担当者：山田・是則（これのり）） 

    電話０１４４－３２－６２６７ 

２ 企画提案書記載方法 

 （１） 「苫小牧市固定資産（土地）評価資料作成業務仕様書」の令和３年度の業務及び、令

和４年度から令和５年度までの予定業務の中で、下表１の項目について企画提案書を作

成すること。 

 （２） 各企画提案書の表題として、下表１の「番号」、「項目名」を記載すること。 

 （３） 各企画提案書には、下表１の「○」印について以下の内容を記載すること。 

    「方法」・・・・・・・・・実施方法について記載すること。 

    「体制」・・・・・・・・・実施体制について、対応人数及びその内訳を記載すること。 

               （例：対応人数 4人（内不動産鑑定士3人、システムエンジニア１人）） 

    「資料」・・・・・・・・・実施時に市へ提供される資料について記載すること。 

    「回数」・・・・・・・・・実施回数を記載すること。 

    「スケジュール」・・実施スケジュールについて記載すること。 

 （４） 記載する内容がない業務については、企画提案書の表題及び記載する内容がない理

由を記載し提出すること。 

 （５） 各業務以外に特に記載する事項があるときは、表題を「業務以外の企画提案書」とし

記載すること。 



 （６） 様式は任意とする。ただし、Ａ４に製本して提出すること。 

 （７） 頁枚数の制限は設けない。 

 表１ 

番号 項目名 方法 体制 資料 回数 スケジュール

１ 

価格形成要因の分析 

用途地区・状況類似地域・主要な

街路及び標準宅地の見直し 

○ 〇 ○  ○ 

２ 土地価格比準表の見直し ○ 〇 ○  ○ 

３ 新設街路の設定 ○ 〇 ○  ○ 

４ 

各種変更に伴う路線価の設定 

価格バランスの検討・相続税路線

価との調整・下落修正に伴う検討 

○ 〇 ○  ○ 

５ 所要の補正に関する調査業務 ○ 〇 ○  ○ 

６ 相談業務、研修会の実施 ○ 〇 ○ ○ ○ 

７ 
北海道及び税務署提出に係る基礎

データ資料作成 
○ 〇 ○   

８ 
ゴルフ場用地の評価替えに係る精通

者意見価格調査 
○ 〇 ○  ○ 

９ 
市街化調整区域の商業系宅地の価

格水準調査 
○ 〇 ○  ○ 

１０ 調査報告書等の作成 ○ 〇 ○   

３ 参考見積書 

 （１） 「苫小牧市固定資産（土地）評価資料作成業務仕様書」に基づき、令和３年度の業務

及び、令和４年度から令和５年度の各年度の参考見積書を様式３により作成すること。 

 （２） 見積金額は、積算根拠がわかるように作成すること。 

４ 企画提案書等の取扱い 

   提出書類に記載された事項は、企画提案書とあわせて契約時の仕様書として取り扱う。

ただし、本業務の目的達成のために修正すべき事項があると市が判断した場合は、市と受

託者との双方で協議を行い解決する。 

５  企画提案書等の無効 

   次のいずれかに該当する場合は、提出された書類を無効とする。 

   （１） 提出期限を過ぎて提出された場合 

   （２） 提出書類に虚偽の記載があった場合 

   （３） 審査の公平性を害する行為があったと市が認めた場合 



6 企画提案に関する留意事項 

 （１） 本提案に係る諸経費等は、参加事業者の負担とする。 

 （２） 提出された書類等は返却しない。 

 （３） 提出期限以後の書類の再提出、追加、差し替えは認めない。 

 （４） 提出された書類は、審査目的外の使用はしない。 

 （５） 提出された書類は、審査目的の範囲で複製することがある。 

 （６） 本業務に関して、提案事業者が１者のみの場合であっても、選定委員会において提案

内容の審査を行い、選定の可否を決定する。 

 （７） 本企画提案への参加及び不参加を問わず、本企画の提案競技において知り得た情

報（周知の情報は除く）は、本企画の提案競技の目的以外に使用又は第三者に開示若

しくは漏洩してはならないものとする。また、本企画の提案競技への関わりがなくなった時

点で、市から配布された資料及び、その他知り得た情報については、適切に破棄するこ

と。 


